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忠岡町教育大綱 

平成２８年２月２６日策定 

 

教育の基本方針 
『小さくてもキラリと光る忠岡町』の実現に向け、本町への「誇り」と将来への「夢」

と「志」を持った子どもたちの育成に努めます。また、生きがいを持って生涯学び続ける

心身ともに健康な町民の育成に努めます。 

 

１．就学前教育の充実に努めます 
 ① 就学前の子どもたちの健やかな育成のための質の高い教育、保育に努めます。 

 ② 子育て支援の充実をめざし、幼・保の一元化を推進します。 

 

２．保護者や地域に信頼される学校づくりに努めます 
 ① 基礎的・基本的な学力の定着を図るとともに、自ら学ぶ姿勢や意欲を育てる学習指

導を推進します。 

 ② あらゆる教育活動を通じて、豊かな人間性や社会性を育む道徳教育と人権に対する

正しい理解や感覚を向上させる人権教育を推進します。 

 ③ 児童・生徒の体力向上のための取組みを充実させるとともに、学校と家庭が連携し

ての児童・生徒の基本的生活習慣の定着に努めます。 

 ④ 児童・生徒の栄養補完や子育て支援を図るため、安心・安全な給食を提供します。

また、学校給食を通して食に関する指導を充実します。 

 

３．学校外の子どもたちの学びを支援します 
 ① 世界に羽ばたく人材を育成するため、子どもたちに英語にふれあえる機会を提供し

ます。 

 ② 学校外で子どもたちが基礎的・基本的な学力の定着を図れる機会を提供します。 

 

４．家庭や地域の教育力向上を支援します 
 ① 子どもたちの生活習慣と学習習慣の定着やしつけ、豊かな情操を培うため、家庭の

教育力向上を支援します。 

 ② 関係の諸機関、諸団体と連携して地域とともに子どもたちの健やかな成長に努めま

す。 

 

５．生涯学習、生涯スポーツ等の充実を図ります 
 ① 町民一人ひとりが、生涯にわたって自らの興味や関心に基づき、さまざまな学習活

動に取り組めるよう、学習機会や情報の提供を図ります。 

 ② 多くの町民がスポーツ・レクリエーション活動に積極的に参加できるように努めま

す。 

 



 

 

は じ め に 

 

 本書は、平成２８年２月２６日に策定された本町教育大綱にもとづき、令和４年度の本

町立学校園における指導の指針となるよう作成したものです。各学校園では、本書に示す

指針の趣旨や内容を十分に把握し、幼児・児童・生徒の実態に応じた、組織的な教育計画

・研修計画を策定するようお願いします。 

 幼児・児童・生徒が学校内外において不審者等から危害を受けることなく、安心・安全

な生活を送ることが、保護者をはじめ地域、教育に携わる全員の願いとなっています。子

どもの尊い命を守り、安全を確保するため学校と家庭・地域が一体となり、子どもを見守

る取組みを引き続きお願いします。さらに、「命の大切さ」や子どもたちが互いを認め、

その尊厳を守り、決して他を心身共に傷つけることのないよう、すべての教育活動を通じ

て指導をお願いします。 

 また、新型コロナウイルス感染症に係る対応について、各学校園においてご尽力いただ

いているところですが、引き続き対策に万全を期していただくとともに、新型コロナウイ

ルス感染症に関わる偏見や差別を含むあらゆる差別を許さない学校園づくりを徹底してい

ただくようお願いします。 

 各学校においては、平成３０年度に完成した「忠岡町授業スタンダード」や忠岡町授業

改善プロジェクトチーム会議の内容を踏まえ、授業の構造化を通して授業改善と、家庭学

習を柱に積極的に取り組んでいただいているところです。各学校では、その成果を生かす

とともに、令和２年１１月末に配備したタブレット端末を活用し、授業改善をより一層進

めていただくようお願いします。また、令和３年度より、中学校においても新学習指導要

領が全面実施となりました。幼稚園教育要領や小中学校の学習指導要領にもあるように、

校種間の接続を意識した、幼稚園から中学校卒業までの系統立てた取組みをお願いします。 

さらに、町施策としての英語にかかわる事業や「あすなろ未来塾事業」も令和４年度に

おいても継続して実施しますので、各学校園においての協力をお願いします。 

本町学校園における、教育活動その他の学校園運営の状況について、子どもたちの課題

や保護者のニーズをしっかり受け止め、課題解決に向け具体的な目標、計画を設定し、目

標の達成度や計画の進捗状況等について点検・評価を行い、積極的に結果を公表するよう

お願いします。 

令和４年３月                     

忠 岡 町 教 育 委 員 会 



 

 

こ れ か ら の 忠 岡 の 教 育 
 
(1) 子ども像 「未来を拓く心豊かな子」 
 

○ 未来に夢や希望を持ち、自ら考え判断し、自らの言動に責任を持って行動できる。 

○ あたたかい人間愛の精神にあふれ、感謝と思いやりの心で行動ができる。 

○ 生涯をとおして自ら学び続ける力が身に付いている。 

 

(2) 教育像 「子どもを大切にした豊かな人間性と創造性をはぐくむ教育」 
 

一人ひとりを大切にした個に応じた指導･支援により、子どもが確かな学力を身に付

け、豊かな人間性と創造性をはぐくみ、学ぶことの喜び、発見することの感動等を味わ

うことができる教育活動を展開する。 

 

(3) 学校像  「あいさつがひびき合う学校」 
「ともに学び、ともに育つ学校」 
「地域に信頼される開かれた学校園づくり」 

 

学校は、安全で楽しい場所であり、そこに通う子どもたちが笑顔で言葉を交わし、人

間関係を深める空間であり、どの子もかけがえのない一人の人間として存在感を味わ

い、また、互いを尊重することを学び、自己実現の喜びを感じることができる場でなけ

ればならない。 

また、学校は家庭・地域としっかりと連携し子育てをすすめるために、家庭や地域と

協働し、学校の理念や教育活動の現状について情報を発信しなければならない。そして、

家庭や地域、関係機関の意見を積極的に学校経営の改善に生かすよう努める。 

 

(4) 教職員像 「子どもとともに輝く教職員」 
 

○ 広い視野を持ち、教職員として使命感と自覚に基づき、職務を遂行し、子ども・

保護者・地域との信頼関係を構築することができる。 

○ わかる授業をすすめる専門的知識・技能や指導力を持ち、各学校の教育目標の具

現化に努める。 

○ 人間の成長・発達への深い理解と教育的愛情をもち、子どもから学び、子どもを

思いやることができる。 

○ 人権に関する深い識見と知識に基づいた実践力をもち、人権教育を推進する。 

 

 

 

 



 

 

子どもに付けたい力 

 

幼稚園 

 

 幼稚園においては、家庭との連携を図りながら、生涯にわたる人間形成の基礎を培うと

ともに、遊びを通して「生きる力」の基礎を育成することが大切である。 

 

 ○ あいさつができる 

 ○ 自分のことが自分でできる 

 ○ 友だちとなかよく遊ぶことができる 

 ○ 多様な体験を通じて、身近な事象への興味・関心を持つことができる。 

 

 

小学校 

 

 小学校においては、児童の生きる力をはぐくむため、創意工夫を生かした特色ある教育

活動を展開し、自ら学び自ら考える力の育成を図る。また、基礎的・基本的な内容の確実

な定着を図り、個性を生かす教育の充実に努めなければならない。そのためにも、家庭や

地域社会との連携を図り、様々な体験活動を通して豊かな心の育成を推進することが大切

である。 

 

 ○ あいさつ等を通して、人とのかかわりを結ぶことができる 

 ○ 善悪の判断ができ、進んでよりよい行動をとることができる。 

 ○ 自分の思いを相手に伝え、相手の思いも大切にできる。 

 ○ 自ら学び自ら考えることができる。 

 

 

中学校 

 

 中学校においては、生徒の生きる力をはぐくむため、創意工夫を生かした特色ある教育

活動を展開し、自ら学び自ら考える力の育成を図るとともに、基礎的・基本的な内容の確

実な定着を図り、個性を生かす教育の充実に努めなければならない。また、生徒が家庭や

地域社会との関わりを見つめ直し、人間としての生き方について自覚を深めることができ

るよう、様々な体験活動を通して豊かな心の育成を推進することが大切である。 

 

 ○ 相手の考えを理解するとともに、自分の考えも豊かに表現できる。 

 ○ 集団や社会の一員としての自覚と責任をもち、自他共に尊重した行動をすることが   

できる。 

 ○ 自ら学び自ら考え、将来へのめあてをもって生き抜くことができる。 

 

 



 

 

特別重点 新型コロナウイルス感染症に係る対応 
 

 新型コロナウイルス感染症について長期的な対応が求められるところであり、各学校園

においては、感染及びその拡大のリスクを低減したうえで、幼児・児童・生徒の学びを保

障していく必要がある。 

 その際には、新型コロナウイルス感染症に関する偏見や差別等が生じないようにすると

ともに、特定の教職員に負担がかからないよう十分留意すること。 

 

(ア) 大阪府作成の「学校園における新型コロナウイルス感染症対策マニュアル（市町

村立学校園版）」を参考に、学習活動や学校行事、学校生活における様々な場面（給

食や休み時間、清掃時等）、部活動等において引き続き感染症対策を継続しながら

教育活動に努めること。また、感染するリスクはだれにでもあるということを踏ま

え、学校園において感染が確認された際に適切に対応できる体制を引き続き整備し

ておくこと。併せて、新型コロナウイルス感染症の状況に応じて、常に対策及び体

制について見直しを図ること。 

 

(イ) 「新しい生活様式」を取り入れた学校生活等、これまでとは違う環境のなかで、

様々なストレスにさらされている幼児・児童・生徒一人ひとりの心身の状況把握に

努めるとともに、新型コロナウイルス感染症への不安や経済状況の悪化等による家

庭環境の変化等によって、様々な思いや悩みを持つ幼児・児童・生徒に対して、保

護者や専門家（スクールカウンセラー等）、関係機関と連携しながら、教職員全体

で支えていくようにすること。 

 

(ウ） 新型コロナウイルス感染症に関わって、感染者や医療従事者、その家族等に対す

る偏見や差別につながるような行為は明らかな人権侵害であり、断じて許されない

ことであるから、偏見や差別を許さない人権が尊重された教育の推進に努めること。

その際、新型コロナウイルス感染症に対する正しい知識と理解を深める学習や、い

じめを起こさないための集団づくり等を一層充実させること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 学力向上への取組み 
 

「全国学力・学習状況調査」等の結果を受け、次の２点を指導の重点項目とする。 

 

【忠岡町重点目標】 

１．「授業の構造化」を通し、授業改善を図る 

２．自学・自習を進めることにより、家庭での学習習慣を確立する 

 
〈１〉各学校における特色づくり及び学習内容の充実 

 

  (１) 個に応じた指導を通して、「確かな学力」の育成を図るため、学年ごとの到達

目標や評価規準を明確にし、児童・生徒の学習状況を詳細に把握、分析し、課題

に正対した取組みを組織的かつ計画的に進めるよう努めること。その際、すくす

くウォッチで育成をめざす思考力・判断力・表現力や非認知能力（未来に向かう

力・好奇心）を参考に、子どもたちに必要な資質・能力を着実に身に付けさせる

よう努めること。 

     「全国学力・学習状況調査」等に関する調査の結果等を踏まえ、基礎的・基本

的な知識及び技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力等の育成を図るととも

に、予測できない変化に主体的に向き合い、自らの可能性を発揮しようとする態

度を養うこと。 

     また、その学力向上策や取組み、効果については積極的に公表するよう努める

こと。 

 

  (２) 学習指導要領に示されている各教科等の内容を確実に実施すること。 

 

  (３) 学校教育計画を立てるに当たっては、自校の特色を踏まえた教育目標を具体的

に設定し、教育効果を高めるため、指導と評価の一体化を図るとともに、目標に

準拠した評価の適切な実施を図ること。また、その際、児童・生徒の成長の様子

が十分に伝わるよう保護者、地域等に対し学校教育計画やその達成状況について

積極的に情報提供するよう努めること。 

 

  (４) 教育課程の編成については、学習指導要領に則して適正に行うこと。その際、

各校の特色を踏まえた具体的な教育目標を設定するとともに、その実現に必要な

教育内容を教科等横断的な視点で組み立てること。また実施に当たっては、「確

かな学力」の育成と主体的に学習に取り組む態度を養う観点から、個に応じた指

導を一層推進するとともに、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善

と各校の特色を生かしたカリキュラム・マネジメントを行うこと。 

 

 



 

 

  (５) 児童・生徒の実態や指導のそれぞれの場面に応じて、個別指導やグループ別指

導、繰り返し指導、学習内容の習熟の程度に応じた指導など、個に応じた指導の

工夫・改善に努めること。少人数指導については、配置の趣旨を十分踏まえた活

用を行い、児童・生徒の学習達成度を把握し、効果検証に努めるとともに、その

結果をいかし、指導方法の工夫改善を図ること。 

 

  (６) 児童・生徒一人ひとりの心に響く取組みを行うために、日常の児童・生徒の様

子の観察や本人・保護者とのコミュニケーション等を通して状況を把握し、教職

員間での情報共有を図ること。また、全教職員が、正しい子ども理解と児童・生

徒との信頼関係に基づく、一致協力した指導体制を築くことで、組織的に対応す

ること。 

 

  (７) 学校教育の活性化を図り、多様な体験活動をとおして「生きる力」をはぐくむ

ために、優れた知識・技能と社会経験を持つ学校外の地域人材等を積極的に活用

し、地域の教育力を有効に生かすこと。 

 

  (８) 「総合的な学習の時間」については、探究的な学習を重視するとともに、教科

等横断的な視点で時候の教育目標と関連付けた計画を作成すること。 

 

  (９) 小学校中学年では、外国語（英語）を使って伝え合う体験を通して、相手に対

する理解を深めたり、自分の思いを伝えたりして、外国語（英語）で伝え合えた

満足感や達成感を味わわせるようにすること。その際、決められた表現を使った

単なる反復練習のようなやり取りではなく、伝え合う目的があるコミュニケーシ

ョン場面を設定するようにすること。 

     また、高学年において、「読むこと」「書くこと」を指導する際には、「十分

に音声で慣れ親しんだ簡単な語句や基本的な表現」について活動を行うようにす

ること。なお、評価を行う際には、インタビュー（面接）、スピーチ、簡単な語

句や文を書くこと、活動の観察、ペーパーテスト等、多様な評価方法から、的確

に評価できる方法を選択するようにすること。 

 

  (10) 中学校外国語（英語）教育では、授業は英語で行うことを基本とし、「CAN-DO

リスト」等の明確な達成目標のもと、４技能をバランスよく指導するとともに、

実際のコミュニケーションにおいて活用できる技能を身に付けられるよう、授業

改善を推進すること。また、英語を使って情報や自分の考えを話したり書いたり

して伝え合う活動の充実を図るため、コミュニケーションを行う目的や場面、状

況などを意識しながら、即興でやり取りをする活動を重視すること。   

 

  (11) 中学校の保健体育における体育分野について、特に「武道」の指導に当たって

は、生徒の技能の段階に応じた指導をするとともに、施設や用具等の安全点検を

行うなど練習環境に配慮すること。 

 

  (12) 「１人１台端末」などのＩＣＴ環境は、鉛筆やノート等の文房具と同様に教育



 

 

現場において不可欠なものになることを強く意識し、すべての教員が１人１台環

境を効果的に活用した授業等に積極的に取り組み、教員のＩＣＴ活用指導力を向

上させるよう努めること。 

 

  (13) 小学校におけるプログラミング教育では、体験を通して「プログラミング的思

考」を育み、コンピュータ等を必要に応じて活用しながら問題を解決しようとす

る態度を育むこと。 

 

  (14) 自他の権利を尊重し、自分の行動に責任を持つことや、情報を正しく安全に利

用できること、情報機器の使用による健康との関わりを理解することなど、児童

・生徒の情報モラルの育成に努めること。 

 

  (15) 「第４次大阪府子ども読書活動推進計画」の趣旨を踏まえ、子どもへの読み聞か

せや、本と出合う機会の拡充に努め、発達段階に応じた子どもの読書環境を整え

ること。学校図書館担当職員（いわゆる学校司書）を積極的に活用し、さらなる

学校図書館の機能強化をはかること。 
 
 
〈２〉校種間の連携強化 

 

  (16) 幼稚園・小学校・中学校など異なる校種間での学校園行事や幼児・児童・生徒

間の交流、指導方法の工夫・改善等について教職員の連携を図ること。 

 

  (17) 義務教育９年間の育ちを見通した教育課程の編成、並びに指導計画の立案及び

実施を図ること。その際、教員相互の協働関係が構築できるように努めること。 

     また、これまで小・中学校個別に定められていた目標を、義務教育全体の目標

として定めた学校教育法の趣旨を踏まえ、一層、小・中学校間の連携を推進する

こと。 

 

  (18) 異なる校種間において、個人情報保護等の観点に留意しつつ、生徒指導や学習

指導の深化・充実につながるような連携を深めること。 

 

  (19) 児童が安心して小学校に入学し、安定した学校生活の中で、基本的な生活習慣

をみにつけ、確かな学力や豊かな心・社会性をはぐくむことができるよう、保育

所や幼稚園等と小学校の連携を一層促進すること。 

 
 
 
〈３〉 幼児教育の充実 

 

  (20) 幼児期は、人間形成の基礎が培われる重要な時期であり、幼児期から児童期、

青年期へと続く子どもの発達を見通し、子どもの豊かな心や生きる力の基礎を培



 

 

うため、基本的人権の尊重を基盤として、地域の実態や幼児の成長発達に即した

教育を推進すること。 

 

  (21) 幼稚園教育要領に基づく教育内容の充実に努め、保育所、小学校等との交流や

連携に積極的に取り組むこと。 

     また、集団の中での人間的なふれあいによる園児の成長を促進し、３年間を見

通した教育課程の編成及び指導計画の立案・実施を図ること。 

 

  (22) 幼稚園における遊びを中心とした総合的な指導が小学校での指導に一貫性を持

ってつながるよう、交流の充実を図ること。 

 

  (23) 幼稚園と保育所は同じ地域の就学前の幼児を教育する立場から、互いに意見・

情報を交換することによって保育内容の相互理解を図るよう努めること。 

 

  (24) 小・中学校と連携し、また、巡回相談等を活用しつつ、支援の必要な教育的ニ

ーズを持つ幼児への支援について情報を共有化し、幼児教育段階での適切な支援

を充実すること。 

 

 

 

２ 子どもたちの規律・規範の確立と豊かな心のはぐくみ 
 
〈１〉心の教育の充実 

 
  (25) 児童・生徒の豊かな人間性をはぐくむために、道徳科を要とし、各教科、総合

的な学習の時間、特別活動、生徒指導などとの関連を図りながら、計画的、発展

的に道徳教育を実施し、充実を図ること。 

     また、教職員と児童・生徒及び児童・生徒相互の人間関係を深めるとともに、

道徳科の授業公開や地域の人々の参画などによって、家庭や地域社会との連携を

図りながら、ボランティア活動や自然体験活動などの豊かな体験を通して児童・

生徒の内面に根ざした道徳性の育成が図られるよう配慮すること。 

 

  (26) 学校が一体となって道徳教育を進めるため、道徳教育推進教師を位置付け、全

教員が参画する体制を具体化すること。 

     また、道徳科と各教科、特別活動及び総合的な学習の時間との関連を踏まえた

道徳教育の全体計画及び道徳科の年間指導計画については、校長の方針のもと、

道徳教育推進教師を中心に、全教職員による共通理解のもとで作成すること。作

成に当たっては、児童・生徒や地域の実態、学校の特色等を考慮し、重点事項を

定め、各教科等との関連を図ること。 

 

  (27) 道徳教育の指導に当たっては、児童・生徒が道徳的価値を自分事とし、多面的

・多角的に考えたり、議論したりすることにより、自己や人間としての生き方に



 

 

ついて考えを深める学習を行うよう指導すること。その際、問題解決的な学習や

体験的な学習などを通して、様々な場面において、適切な行為を主体的に選択し、

実践できるような資質・能力を育てるように努めること。 

 

  (28) 児童・生徒の学習状況や道徳性に係る成長の様子を継続的に把握し指導に生か

すよう努めること。また、各校においては、児童・生徒の成長を認め励ます個人

内評価を行うこと。 

 
 
 
〈２〉人権尊重の教育の推進 

 

  (29) これまでの同和教育の経験や成果を生かし、同和問題（部落差別）をはじめと

する様々な人権問題の解決に向けて校内組織体制を整備して人権教育を推進する

とともに、生徒指導等において支援を要する幼児・児童・生徒に対して人権尊重

の視点に立って、関係機関や専門家とも連携し、組織的な指導に努めること。 

     あわせて、すべての教職員が、人権に関する知的理解を深め、人権感覚を身に

付けるための研修を組織的・計画的に進めること。 

     また、幼少期から生命の尊さに気付かせ、お互いを大切にする態度や人格の育

成等をめざす人権基礎教育に取り組むこと。 

 

  (30) 児童虐待の防止に当っては、教職員一人ひとりが平素から学校の教育活動や家

庭訪問を通して、幼児、児童、生徒や家族への関わりを深め、早期発見に努める

こと。虐待を発見した場合やその疑いがある場合には、子ども家庭センターまた

は忠岡町要保護児童対策地域協議会へ速やかに通告し、連携をとりながら対応す

ること。その際、学校として組織的に対応するとともに継続的な連携を図ること。 

 

  (31) 児童虐待を受けた、または受けたと思われる子どもが安心して学校生活を送れ

るよう、教職員間での情報共有を行うとともに、必要に応じてスクールソーシャ

ルワーカーやスクールカウンセラー等の専門家や福祉機関と連携して、継続的な

支援に努めること。 

 

  (32) 進学・転学の際の学校間の情報共有については、ケース会議の開催等により、

伝達する内容に漏れがないよう整理した上で、対面・電話連絡・文書等による学

校間での引継ぎを行うこと。その際、引き継ぐ情報については、個人情報保護に

十分に配慮すること。 

 

  (33) 差別事象等の人権侵害が生起した場合には、教育委員会と速やかに連携を図り、

機を逸することなく学校として組織的に対応すること。その際、差別等を受けた

幼児・児童・生徒の人権を擁護することを基本とし、あわせて、関係した幼児・

児童・生徒の背景や要因をはじめ事実関係を的確に把握・分析し、明らかとなっ

た教育課題の解決には最大の努力を払うこと。 



 

 

     また、校長を中心とした人権侵害を許さない学校体制づくりに努め、教職員が

差別事象等の人権侵害を見逃さない感覚を高めること。 

 

  (34) 学校・家庭・地域との連携を図りながら、ＰＴＡ活動等においても、人権意識

の高揚に努めること。 

   

(35)  ヤングケアラーについては、本人が家族の状況を知られたくない場合ややりが

いを感じている場合、本人や家族が支援を必要と考えていない場合等その状況は

様々であり表面化しにくいことから、ヤングケアラーについて教職員の理解を深

めるとともに、早期発見・把握に努め、関係機関や専門家と連携し、適切な支援

につなげるよう努めること。 

 

 

〈３〉障がいのある子ども一人ひとりの自立の支援 

 

  (36)  障がいのある児童・生徒等一人ひとりの教育的ニーズに応じて、適切な指導及

び必要な支援が効果的に行われるよう、校内委員会の適切な運営等、各学校園等

における総合的な支援体制の整備・充実をより一層図ること。「障がいを理由と

する差別の解消の推進に関する法律（平成 28年 4月 1日施行）」を踏まえ、合理

的配慮について適切に対応すること。 

 

  (37) 各学校園では、全校的な協力体制のもと、発達障がいのある幼児・児童・生徒

に対する正しい理解を深めるとともに、適切な指導及び必要な支援が効果的に行

われるよう、教育活動を展開すること。 

 

  (38) 各学校では支援学級と通常の学級の交流の場を積極的に設け、児童・生徒の相

互理解を推進すること。また、幼稚園・小学校・中学校との連携を進め、好まし

い人間関係の育成に努めるとともに、支援学校等との交流連携も推進すること。 

 

  (39) 各学校園において、障がいのあるすべての幼児・児童・生徒一人ひとりの教育

的ニーズに応じたきめ細かな指導や、乳幼児期から学校卒業後までを見通した一

貫した支援が組織的、計画的に行われるよう、「個別の教育支援計画」及び「個

別の指導計画」を作成し、活用すること。 

     作成・活用に際しては、本人や保護者の参画のもと、「ともに学び、ともに育

つ」教育の充実に向け、校内で共有を図るとともに、校種間はもとより医療・福

祉・保健・労働等の関係機関との連携を図ること。 

     なお、作成については、支援学級に在籍する児童・生徒や通級による指導を受

ける児童・生徒の全員について「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」

を作成すること。また、通級による指導を受けていない通常の学級に在籍する発

達障がい等のある児童・生徒の指導に当たっては、作成・活用するように努める

こと。 

 



 

 

  (40) 幼児・児童・生徒の発達段階の連続性を踏まえた指導・支援が適切に引き継が

れるよう、日頃から校種間や関係機関における連携を深め、「個別の教育支援計

画」の引継ぎが確実に行われるよう努めること。 

 

  (41) 通常の学級には発達障がい等支援を必要とする児童・生徒が在籍していること

を前提に、全ての教科等において困難さに対する指導の工夫の意図や手立てを明

確にした指導・支援の充実を図ること。 

     あわせて、ユニバーサルデザインによる授業づくりや集団づくりの取組みを学

校全体で積極的に進めるとともに、支援教育コーディネーターを活用し、組織的

に教育活動を展開すること。 

 

  (42) 支援教育コーディネーターをはじめ、幼稚園・小学校・中学校の支援学級担当

者等を中心に各学校園が連携し、相互に研鑽を深めながら、より充実した支援教

育の実施に努めること。 

 

  (43) 卒業後の進路については、高等学校や支援学校に加え、知的障がいのある生徒

が高等学校で学ぶ「知的障がい生徒自立支援コース」及び「共生推進教室」や「職

業学科を設置する知的障がい高等支援学校」等、幅広い進路選択が可能であるこ

とから、その内容が生徒・保護者に十分伝わるよう、できるだけ早い時期から、 様

々な機会を通じて、適切な説明や情報提供に努めること。 

 
 
〈４〉生徒指導の充実 

 

  (44) 増加傾向にある携帯電話等でのＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス）や無料通話アプリ等を介したネット上のトラブルや誹謗中傷の書き込み等

の課題解決に対しては、児童・生徒への指導に加え、保護者への啓発活動等を行

うよう指導するとともに、必要に応じて「大阪の子どもを守るサイバーネットワ

ーク」と連携し対応すること。 

 

  (45) 携帯電話等への依存からの脱却を図るため、小・中学校への児童・生徒の携帯

電話等の持ち込みについては原則禁止とすること。ただし、児童・生徒の登下校

時における安全の観点等特別やむを得ない事情から、保護者より申請があり、校

長が携帯電話等の学校への持ち込みを必要と認める場合は、教育活動に支障が出

ないよう工夫すること。 

     さらに、家庭でのルールづくり等、保護者への啓発及び被害・加害から児童・

生徒を守るための支援体制の確立を行うとともに、児童・生徒に携帯電話等の有

用性・危険性を理解させるとともに、正しくネットを使い、適切な使用時間を守

るなど、自ら対処できるよう指導すること。 

 

  (46) いじめは、重大な人権侵害事象として根絶すべき教育課題であり、児童・生徒

が自ら尊い命を絶つ可能性もある深刻な問題である。学校においては「いじめ防



 

 

止対策推進法」（平成 25 年 9 月 28 日施行）や「いじめの防止等のための基本的

な方針」（平成 25 年 10 月 11 日文部科学大臣決定、平成 29 年３月改訂）、「忠

岡町いじめ防止基本方針」（平成 31年１月策定）の趣旨を踏まえ、「学校いじめ

防止基本方針」を策定し、「どの学校でも、どの子どもにも起こりうる」もので

あることを十分認識すること。また生徒指導体制の充実を図りその防止に努め、

学校のあらゆる教育活動を通して、社会生活を営む上での倫理観や規範意識・ル

ールなどを確実に身に付け、児童・生徒自らが課題を解決するための問題解決力

の育成を図るため、全校的な生徒指導体制の確立に努めること。 

     さらに、いじめが生起した際には、「いじめは絶対許されない」との強い決意

のもと対応するとともに、いじめられた児童・生徒の立場に立ち適切に対応する

こと。いじめを認知した際は、組織的な対応により確実な解決を図るよう努める

とともに、町教育委員会に直ちに報告すること。 

 

  (47)  問題行動や少年非行の未然防止及び早期発見、早期解決を図るため、全教職員

が一致協力した生徒指導体制の確立に努めること。さらに、スクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカー等の専門家を活用し、教育相談機能の充実を図

るとともに小・中学校間をはじめ、子ども家庭センターや警察、少年サポートセ

ンター等の関係機関を含めたケース会議を実施するなど連携を図り、多面的、総

合的に取り組むこと。 

 

  (48) すべての児童・生徒が元気に登校できるように、子どもや家庭についての理解

を深め、実態に合わせた適切な支援を行うこと。そのため、各ボランティア等を

含めた機動的で組織的な幼・小・中連携を積極的に進めつつ、各学校での校内支

援体制を充実させること。 

 

 

〈５〉進路指導・キャリア教育の充実 

 

  (49) 進路指導に当たっては、生徒が自らの生き方を考え、将来に対する目的意識を

持ち、自らの意志と責任で進路を選択決定する能力・態度を身につけることがで

きるよう、指導・援助すること。 

 

  (50) 高等学校等への進学指導は、合同説明会や体験入学などへ参加するように指導

するとともに、高等学校等の特色などについての情報を生徒・保護者へ積極的に

提供するなどして、生徒が将来を展望し、主体的に進路選択できるよう支援する

観点で行うこと。 

     また、府内における公立高等学校入学者選抜制度の変更、府立高等学校の特色

づくり、高等学校再編整備の状況、高等学校の授業料無償化に係る法律の改正、

厳しい就職状況等、中学校卒業時の進路選択に係る状況が大きく変化しているこ

とから、進学や就職に関する情報の収集・提供に努め、学校における進路ガイダ

ンス機能の充実を図ること。 

 



 

 

  (51)  児童・生徒が、目標を持ち、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しなが

ら、社会的・職業的に自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身につけてい

くことができるよう、キャリア教育の充実を図ること。 

 

  (52) 幼児期の教育から高等学校教育への連続性も視野に入れ推進するとともに、教

育活動全体を通じて、キャリア教育の視点で学校教育活動を充実させること。 

 

  (53) 児童・生徒が自信や自己有用感を持ち、自らの生き方についての夢や希望を育

むこと。 

 

  (54) 教職員が考えるキャリア教育で育みたい力を児童・生徒が理解し、自分の成長

や変容を自己評価するための振り返る活動を計画的に取り入れるよう工夫するこ

と。その際、小学校から高等学校までの学びのプロセスを振り返って蓄積するこ

とができるポートフォリオ的な教材（「キャリア・パスポート」）等を作成し、

活用すること。 

 

  (55) 職場体験の取組みを実施する際は、働くことの意義や目的の理解を深め、進ん

で働こうとする意欲や態度などを育成するよう指導すること。 

 

  (56) 生徒が家庭事情や経済的理由による進学を断念することなく、自らの能力や適

正等にあった進路を主体的に選択できるよう、教職員自らが奨学金制度等の理解

に努め、進路指導の充実を図ること。 

 

〈６〉国旗・国歌の指導 

 

  (57)  国際化の進展に伴い、日本人としての自覚を養い、国を愛する心を育てるとと

もに、国際社会において尊敬され、信頼される日本人として成長していくために、

国旗及び国歌を尊重する態度を育てること。 

 

  (58) 入学式や卒業式における国旗掲揚・国歌斉唱をはじめとし、小学校学習指導要

領において、国歌の指導について｢いずれの学年においても歌えるよう指導するこ

と｣と定められていることを踏まえ、いずれの学年においても音楽の年間指導計画

に位置付け、適切に指導すること。 

 
 
３ 学校・家庭・地域の連携と安全で安心な学校づくり 
 
〈１〉子どもの安全確保及び 危機管理体制の充実 
 

  (59) 子どもの命が脅かされる事象が生起していることを踏まえ、授業中はもとより、

登下校時、放課後、長期休業中の登校日等において必要な措置を講じ、学校園内

外における幼児・児童・生徒の安全確保及び学校園の安全管理に努めること。 



 

 

  (60) 学校教育活動全体を通して安全・衛生管理に関する指導の徹底を図り、感染症

・食中毒の予防及び熱中症・アナフィラキシーショック等の事故防止に努めると

ともに、屋外での活動中における集中豪雨、落雷等の自然災害に十分に注意し、

万一の場合の対応が適切に行えるよう体制を整えること。 

     加えて、教職員の連絡・配備体制について日頃から周知徹底を図るとともに、

災害及び万一の事件・事故が発生した場合、教職員としての自覚のもと、的確に

行動できるための学校独自の危機管理マニュアルの見直しや様々な事態を想定し

た実践的な訓練を行うこと。 

     また、万一の心肺停止に備え、すべての教職員がＡＥＤの使用を含めた心肺蘇

生法を実施できる体制を整えること。 

 

  (61)  安全管理についての点検や暴漢等の侵入者に対する連絡・配備体制を確立し、

幼児・児童・生徒の安全確保に努めるとともに、学校園の防犯対策のための施設

・設備の整備に努めること。 

 

  (62) ６月を「子どもの安全確保推進月間」、６月８日を「学校の安全確保・安全管

理の日」として、幼児・児童・生徒の安全確保に向けた取組みを点検し、その強

化を図ること。 

 

  (63) 保護者や学校支援のボランティア、地域の関係団体等の協力を得て、地域と一

体となった幼児・児童・生徒の安全確保のための方策を講じるよう努めること。 

     また、地域と連携しながら「安全マップ」を作成するなど、幼児・児童・生徒

が危機回避能力を身につける取組みを進めること。 

 

  (64) 警察等と連携して「防犯教室」を開催するなど、幼児・児童・生徒の啓発に努

めること。 

 

  (65) 学校給食の安全・衛生管理体制の徹底を図ること。 

 

  (66)  食物アレルギー等を有する児童・生徒等に対しては、校内において、校長、学

級担任、養護教諭、栄養教諭、学校医等による指導体制を整備し、保護者や主治

医ならびに消防署との連携を図りつつ、可能な限り、個々の児童・生徒等の状況

に応じた対応に努めること。 

 

 

〈２〉健康教育の充実と体力づくりの推進 

 

  (67) 学校の教育活動全体を通じて、健康教育、体力づくりに組織的・計画的に取り

組むとともに、家庭や地域との連携を図ること。また、学校保健委員会を組織し

活性化を図ること。 

 

  (68) 子どもの体力が低水準で推移していることから、体を動かす時間を多く確保し、



 

 

各学校の状況や子どもの実態に応じ、学校全体で体を動かす時間を設定するなど

の工夫をすること。 

 

  (69) 各学校において、家庭と十分連携して、調和の取れた食事、適切な運動、十分

な休養・睡眠といった「健康３原則」の理念に基づき、児童・生徒等が自ら健康

を保持増進していくことができる実践力を身に付けるための健康教育を充実する

こと。 

 

  (70) 食に関する指導に当たっては、「食に関する指導の手引」等を参考に、推進す

る組織を明確にするなど、各学校で食に関する指導の全体計画を作成し、学校教

育全体を通して実施すること。その際、学校・家庭・地域が連携した取組みを推

進するとともに、全教職員が連携・協力し、望ましい食習慣の形成に結びつく実

践的な態度の育成に努めること。 

 

  (71) 学校における体育活動中の事故防止対策等について、必要に応じて見直すとと

もに、適切な対応がなされるよう、学校全体で指導の徹底を図ること。 

 

  (72) 熱中症予防については、こまめに水分や塩分を補給し、休息を取るとともに、

児童・生徒への健康観察など健康管理を徹底すること。その際、「熱中症予防の

ための運動指針」等を参考とし、活動の中止や延期、見直し等も含め、適切に対

応すること。 

 
 
４ 学校運営体制の確立と教職員の資質向上 
 
〈１〉 学校運営体制の確立と開かれた学校づくり 

 

  (73) 校長は学校の将来像を描き、そのための経営方針や教育目標等を教職員に周知

し共有化を図り、校内各組織の活性化に努め、授業をはじめ学校の教育活動全般

にわたり現状を把握し、学校運営における組織的な取組みを推進すること。学校

のめざす目標等について保護者等に積極的に発信するとともに、機動的な学校運

営体制の構築については、課題に対し適切かつ迅速に対処できるよう、府の制度

等を有効に活用すること。 

 

  (74) 校長がリーダーシップを発揮し、地域連携や情報公開、情報管理、危機管理等

の新たな課題に対応して、担当者を校務分掌に位置付けるなど、校内組織体制の

見直しを図ること。また、教職員が児童・生徒に対する指導の時間をより一層確

保する観点から、機能的な学校運営に努めること。 

 

  (75) 学校で作成される様々な文書や個人情報について、個人情報保護法の趣旨を踏

まえ、電子情報も含めた公文書の適切な情報管理及び個人情報の保護のために組

織的に取組むこと。また、個人情報の適切な取り扱い、管理・保管についての研



 

 

修を深め、個人情報の保護の重要性について教職員一人ひとりの意識の向上を図

ること。 

 

  (76) 学校教育自己診断と学校協議会等を関連させて学校運営の改善に積極的に活用

するとともに、学校教育自己診断の結果や学校協議会等の協議内容等について、

学校便り等により積極的に情報発信すること。 

 

  (77) 地域の特色を生かし、学校・家庭・地域が協働の関係をめざしながら、すこや

かネット等地域社会をあげて子どもの健全育成に向けた取組みを円滑に、より効

果的に推進すること。 

 

 

〈２〉教職員の資質向上及び服務の徹底 
 

  (78) 教職員は教育に携わる公務員としての責務を自覚し、地域の信頼に応えられる

よう、児童・生徒に敬愛される豊かな人間性を培うとともに、社会の変化に対応

するための知識・技能や国際社会で必要とされる資質能力等の向上を図ること。 

 

  (79) 校長は、教職員が日々の研究と修養のため、相互に資質を高めあう職場環境づ

くりに努めるとともに、国や府における新たな動きや学習指導要領の趣旨、各学

校における課題等を踏まえ、校内研修の充実を図ること。その際、明確な研修目

標の設定及び研修の計画的な実施に特に留意すること。 

 

  (80) 初任者をはじめとする教職経験年数の少ない教員の育成に当たっては、組織的

・継続的な育成ができる校内体制づくりに努めること。 

     その際、学習指導や生徒指導等の指導面のみならず、公教育に携わる者として

の資質向上を図ること。また、初任者をはじめとする教職経験年数の少ない教員

の課題に応じ、きめ細やかな教育相談の実施のための指導助言等、適切な個別支

援を行うこと。 

     さらに、今後の社会の変化に対応できる「学び続ける」教職員の組織的・継続

的な育成を図る。 

 

  (81) 教員免許更新制について、教職員に理解促進を図り、免許状更新講習の受講漏

れが無く、必要な手続きが期日までに確実に行われるよう適切な情報提供及び指

示を行うこと。 

 

  (82) 教職員は、常に人権意識を持って生徒指導に当たること。特に、いじめは重大

な人権侵害事象であることを踏まえ、被害の子どもの立場に立った適切な指導を

行うこと。また、教職員間及び幼児・児童・生徒に対するセクシュアル・ハラス

メントについては、重大な人権侵害であるとの認識のもと、その未然防止のため

の学校体制を確立すること。 

     万一、セクシュアル・ハラスメントが生起した場合には、被害者の人権・プラ



 

 

イバシーを尊重するとともに、二次被害の発生防止に努めること。また、校長は

教育委員会と速やかに連携を図り、事象の解決と、被害者の心のケアに努めるこ

と。 

 

  (83) 体罰は法的に禁じられているばかりでなく、児童・生徒の人権を著しく侵害す

る行為であり、いかなる場合においても絶対に許されないことである。「体罰防

止マニュアル（改訂版）」、等を活用しながら研修を行うとともに、児童・生徒

の人権に配慮した生徒指導を確立すること。 

 

  (84) 「指導が不適切である」と思われる教員の指導力向上のために、教員評価支援

チームや府教育センターの相談・支援機能を積極的に活用すること。 

 

 

〈３〉働き方改革 
 

  (85) 長時間勤務の縮減に向けて、定時退庁に努めるとともに遅くとも午後７時まで

に全員退庁するものとする「全校一斉退庁日」の少なくとも週１回の設定、及び

ノークラブデー（部活動休養日）の明確化に取組むこと。 

 

  (86) 各校の特色や状況に応じた長時間勤務の縮減に向けた取組みの促進について適

切に対応すること。 

 

  (87) ストレスチェック制度を個人情報の管理及び保護に留意しつつ、適切に実施す

ること。また、実施に当たっては、本制度の趣旨である「メンタルヘルス不調の

一次予防の強化」について職員に周知徹底するとともに、受検勧奨に努めること。 

 

 

〈４〉部活動の在り方 
 

  (88) 「忠岡町立学校における部活動の在り方に関する方針」等に則り、合理的でか

つ効率的・効果的に取り組むよう指導すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月 
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